
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

米に関するマンスリーレポート 

新潟県版 令和２年１月 

《今月の特集１》 
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令和２年度産地交付金の活用について 

 

 

 

１ 国の概算決定について 

  国の令和２年度予算が政府で閣議決定され、産地交付金については、次のとおり拡充や

運用見直しが盛り込まれています。 

 

 

（１）飼料用米、米粉用米の多収品種への支援の廃止と複数年契約への支援の新設 

 ・ 飼料用米及び米粉用米の多収品種に対する追加配分（12,000 円/10a）を廃止し、 

実需者との複数年契約（３年以上）に対する追加配分（12,000 円/10a）を新設 

 

（２）転換作物※拡大加算の単価・算定方法・配分時期の見直し 

 ・ 単  価：10,000 円/10a から 15,000 円/10a に増額 

 ・ 算定方法：地域農業再生協議会ごとにみて、主食用米が減少し、転換作物の面積が

令和元年度の面積より拡大した場合にその面積に応じて配分  

 ・ 配分時期：追加配分から前倒しし、拡大計画に基づき年度当初に配分 

   ※ 転換作物：戦略作物（大豆等）、そば、なたね、新市場開拓用米、高収益作物（園芸作物） 

 

（３）高収益作物等※拡大加算の単価・配分時期の見直し 

 ・ 単  価：20,000 円/10a から 30,000 円/10a に増額 

 ・ 算定方法：地域農業再生協議会ごとにみて、主食用米が減少し、高収益作物等の面

積が令和元年度の面積より拡大した場合にその面積に応じて配分  

 ・ 配分時期：追加配分から前倒しし、拡大計画に基づき年度当初に配分 

 ※ 高収益作物等：高収益作物（園芸作物）、新市場開拓用米、加工用米、飼料用とうもろこし 

 

（４）県枠の拡大 

 ・ 県枠の割合を令和元年度の１割以上から 1.5 割以上に拡大 

 

（５）麦、大豆等の作付拡大に取り組む産地へ産地交付金をシフト 

 ・ 平成 29 年度から令和元年度における転換作物の増減の状況に応じ、令和２年度の産

地交付金の当初配分額を傾斜配分 

   （※ 参考：新潟県の当初配分額  R 元 20.2 億円 ⇒ R2 18.2 億円） 

 

 

 

 

 

 

 



  

＜転換作物拡大加算の確保イメージ（試算例）＞ 

 

主食用米を令和元年度より減少させ、29 年産並の非主食用米等の作付けを行った場合

の試算 

 

① 転換作物拡大加算：7.7 億円 

（15,000 円／10ａ×5,115ha※） 

② 高収益作物等拡大加算：3.7 億円 

（30,000 円／10ａ×1,232ha※） 

 

 ※ 平成 29 年から令和元年にかけての県全体での減少面積（園芸作物の増減は含んでいない） 

 

＜追加交付のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「転換作物拡大加算」と「高収益作物等拡大加算」に取り組む場合は、地域農業再生協議

会ごとに令和２年度の「転換作物拡大計画」を 2 月 28 日まで県に提出してください。 

 

２ 

県全体では１１.４億円の追加確保が可能 

転換作物 
 戦略作物､そば､なたね、 
 新市場開拓用米 
 高収益作物 

うち 
高収益作物 

 加工用米､ 
 新市場開拓用米 
 飼料用とうもろこし 

拡大分(30,000 円/10a) 

拡大分(15,000 円/10a) 

拡大分(30,000 円/10a) 

拡大分(15,000 円/10a) 

＜取組２＞ 
高収益作物等は減少するが、
転換作物は全体で増加 

＜取組１＞ 
転換作物が拡大し、かつ高
収益作物等も拡大 

＜取組３＞ 
高収益作物等は減少するが、
転換作物は全体で増加 

＜共通の取組＞ 
 地域農業再生協議会ごとにみて令和２年産の主食用米について、令和元年産より減少させる必要があります。 
令和元年産の販売動向や、需要の裏付け（事前契約の積み上げ）を確認し、需要の裏付けのない分は非主食用米へ

転換しましょう。   
 
＜個別の取組１・２＞ 

地域農業再生協議会ごとに主食用米から非主食用米へ転換するとともに、不作付地の解消など転換作物の作付拡大
を図りましょう。 

 
＜個別の取組３＞ 

圃場整備の実施など、仮に転換作物の作付の減少が見込まれる場合であっても、転換作物を見直し高収益作物等へ
の転換を図りましょう。 

２ 「転換作物拡大加算」と「高収益作物等拡大加算」の取組拡大について 

平成２９年度から転換作物が減少し、主食用米の作付面積が 6,500ha 拡大した本県

に対しては、産地交付金の当初配分額が減少しました。 

地域協議会ごとに、転換作物拡大加算等に積極的に取り組み、産地交付金を追加で確

保しましょう。 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

３ 

※ 国の予算成立まで変更の可能性があることに留意 

令和２年度の国から県への産地交付金の配額の活用・配分方針（案） 

県枠の支援内容 

※ そば、なたね等の取組実績に応じた追加配分は、 
地域の取組状況に応じて国から別途配分 

３ 本県での産地交付金の運用について 

（１）県枠の取扱い 

非主食用米について需要のある品種、用途の生産と安定取引を推進するため、国の複数年

契約の追加配分の対象とならない加工用米・新市場開拓用米について支援する予定。 

 また、加工用米については県内実需との複数年契約の取組に対して充当した上で、残余が

発生した場合に県外実需との複数年契約の取組へと充当する予定。 

（２）地域協議会への配分 

前年の非主食用米等の作付面積シェアや前年度の当初産地交付金配分シェアで配分した上

で、当年の麦･大豆･そば･高収益作物の作付面積の前年度からの増加面積に応じて 10a あた

り 20,000 円を配分予定。（当年の低コスト等の取組目標シェアの５億円は廃止） 
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４ 

令和２年産の需給適正化に向けた取組について 

 全国で需要が年間 10 万トン減少している中、本県ではこの２年間で主食用米の生産が

6,500ha 拡大しています。 

 需要に応じた新潟米の生産を進めるため、県農業再生協議会と地域農業再生協議会が連

携し、認定方針作成者の適正生産の取組を支援します。 

 

＜需給適正化に向けた役割発揮＞ 

① 認定方針作成者 

需要に応じた米の生産・販売の推進主体として、複数年・播種前等の事前契約による

需要の積み上げを進めるとともに、農業者が経営判断に資する情報を提供し、新潟米の

ブランド力強化や米価下落等のリスク対策として戦略作物等を推進する。 

 

② 県・地域農業再生協議会 

需要に応じた米の生産が図られるよう、認定方針作成者の活動支援及び需要の裏付け

の精査を行うとともに、産地交付金の効果的活用も含め農業者が取り組みやすい環境を

整備する。(※ 転換作物拡大加算及び高収益作物等拡大加算の積極的活用) 

 

＜役割を踏まえた取組＞ 

１ 認定方針作成者への事前・複数年契約の状況把握 

  （１･３･４月 県農業再生協議会） 

 

２ 令和２年産米の需給適正化・非主食用米等への生産誘導の取組に関する意見交換 

  （２･４･５月 県農業再生協議会、地域農業再生協議会、認定方針作成者） 

 

３ 認定方針作成者の需要の精査及び需要の裏付けのない米穀の非主食用米等への誘導 

（２･４･５月 地域農業再生協議会、認定方針作成者） 

 

４ 県の情報提供対策の拡充 

 ○ 新潟県版マンスリーレポート 

地域農業再生協議会や認定方針作成者をターゲットにＤＩ調査結果や非主食用米

の需要動向等を拡充して掲載 

 ○ 令和２年産米に係る作付動向調査（ＤＩ調査） 

隔月で実施。品種別作付見通し等に加え、主食用米の需給動向や価格水準の項目

を追加 

 ○ 地域の取組事例集の発行 

県内の先進的な取組を波及させるため、令和元年度の取組をとりまとめた「新た

な米政策における地域の取組事例集（令和元年度）」を発行 
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令和２年産米の作付動向等に関する調査結果（ＤＩ） 

 調査概要  
■ 調査方法：郵送・電子メールにより調査票を送付し、回収 

■ 調査期間：令和元年１2 月 19 日（木）～２年１月 10 日（金） 

■ 回答状況：165 者に送付し、31 者が回答（JA16、その他 15） 

 

 概 況  
１ 令和２年産米の作付意向 

（１）主食用米 

コシヒカリ・ゆきん子舞・その他うるち・もち米は増加傾向、こしいぶき･つき

あかり・酒米が前年並み、あきだわらが減少傾向となっています。 
 

（２）非主食用米 

加工用米・米粉用米・新市場開拓用米は増加傾向、飼料用米は減少傾向、備蓄米

は前年並みとなっています。 

 

２ 令和元年産米の集荷・販売状況 

うるち品種の集荷状況は前年より概ね順調とするのに比べ、販売状況はやや遅れ

ているとの感触。 

 

令和元年産の作付状況をみると、主食用米は前年より 2,100ha

増加する一方で、加工用米等の非主食用米は大幅に減少してお

り、県内実需者の需要に十分に応えきれていません。 

認定方針作成者におかれては、主食用米については事前契約に

より確実な需要を積み上げるとともに、非主食用米については需

要の見込まれる加工用米等への生産誘導を推進するなど、新潟米

のブランド力強化や価格の安定化に取り組みましょう。 

 

令和２年産米の生産に向けて 

５ 



 調査結果  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 令和元年産米の集荷・販売状況 

 
 
 
 
 
 
  

１ 令和２年産米の作付見込み

（１）主食用米

品種 ＤＩ 説明

｢維持｣70％､ 大きく増やす｣及び｢やや増やす｣27％ 「大きく減らす」3％
コシヒカリ 55.8

｢ 、

、全体では元年産並み～やや増加の傾向となっており

｢維持｣72％､｢やや減らす｣16％､｢大きく増やす｣及び｢やや増やす｣12％と
こしいぶき 50.0

全体では元年産並みの傾向なっており､

｢維持｣69％、｢大きく増やす｣及び｢やや増やす｣25％、｢大きく減らす｣6％
ゆきん子舞 54.7

全体では元年産並み～やや増加の傾向となっており､

｢維持｣71％､｢やや減らす｣14%、｢大きく減らす｣7％､｢やや増やす｣7％とな
あきだわら 44.6

全体では元年産並み～やや減少の傾向っており､

｢維持｣59％ ｢やや減らす｣及び｢大きく減らす｣23%、 大きく増やす｣及び
つきあかり 50.0

、 ｢

、全体では元年産並みの傾向｢やや増やす｣18％となっており

｢維持｣50％､｢大きく増やす｣及び｢やや増やす｣36％､｢大きく減らす｣14％
その他うるち 60.2

全体ではやや増加の傾向となっており､

｢維持｣63％､｢大きく増やす｣及び｢やや増やす｣33％､｢大きく減らす｣4％と
もち米 57.3

全体では元年産並み～やや増加の傾向なっており､

｢維持｣82％､｢やや減らす｣及び｢大きく減らす｣12％､｢やや増やす｣6％とな
酒米 50.0

全体では元年産並みの傾向っており､

（２）非主食用米

品種 ＤＩ 説明

｢維持｣71％､｢大きく増やす｣及び｢やや増やす｣25％､｢やや減らす｣4％とな
加工用米 57.1

全体では元年産並み～やや増加の傾向っており､

全体で
米粉用米 56.7

｢維持｣80％､｢やや増やす｣13％、｢大きく増やす｣7％となっており､

は元年産並み～やや増加の傾向

｢維持｣69％､｢大きく増やす｣及び｢やや増やす｣25％、｢やや減らす｣6％と新市場
56.3

開拓用米 全体では元年産並み～やや増加の傾向なっており､

全体
飼料用米 33.3

｢維持｣58％､｢大きく減らす｣25％、｢やや減らす｣17％となっており､

では減少の傾向

全体で
備蓄米 50.0

｢維持｣81％､｢やや増やす｣13％､｢大きく減らす｣6％となっており､

は元年産並み～やや増加の傾向

６ 



 
 
 
 
 
 
 
 
(１)一般コシヒカリ 

11月時点の元年産一般コシヒカリの販売比

率は、前年比４ポイント減の18％となり、２

か月連続で前年を下回って推移している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
(２）魚沼コシヒカリ 

 11月時点の元年産魚沼コシヒカリの販売比

率は、前年比１ポイント減の21％となり、２

年振りに前年を下回って推移している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 概況   元年産の新潟米については、作付や作柄の影響等により民間在庫はやや増加

し、販売比率は前年を下回っている。 

元年産米の販売比率は、いずれのコシヒカリにおいても前年産を下回

り、販売比率（出荷進度）は緩やかになっている。 
販売比率 

７ 

２ 

新潟米の販売状況 



 
 
 
(１)新潟米 

 11月時点の新潟米の民間在庫(うるち米)は、

前年比11.3％増の306千トンとなり、前年を５

か月連続で上回った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(２)全国 

 11月時点の全国の民間在庫(うるち米)は、

前年比4.3％増の318万トンとなり、前年を３

か月連続で上回った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

在庫状況 

８ 
 



  
 
(１)一般コシヒカリ 

11月時点の元年産一般コシヒカリの相対取

引価格(１等)は、前月から227円下回り、

17,126円(玄米60kg、税込)となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(２)魚沼コシヒカリ 

11月時点の元年産魚沼コシヒカリの相対取

引価格(１等)は、前月を114円下回り、20,971

円(玄米60kg、税込)となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

相対取引価格 

９ 



 
 
(１)一般コシヒカリ 

11月時点の一般コシヒカリの小売価格は、

前年産を上回っているものの、前月▲１円の

2,201円（５kg袋販売時換算、税込）となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
(２)魚沼コシヒカリ 

11月時点の魚沼コシヒカリの小売価格は、

前月▲19円の2,772円(５kg袋販売時換算、税

込)となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小売価格 

(POS ﾃﾞｰﾀ) 

発行元：新潟県農林水産部農産園芸課 

ＴＥＬ：０２５－２８０－５２９５ 

ＵＲＬ：https://www.niigatamai.info 
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資 料 編 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

販売状況 

契約状況 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

契約比率 

相対取引数量 


